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（目的） 

第１条 この規程は、大学、大学院、短期大学又は専門学校（以下「大学等」という。）

において看護師、助産師又は保健師（以下「看護師等という。」）の資格取得を目指

す者、もしくは看護系の大学等に新たに入学・進学及び編入学する者の修学に必要

な資金の一部を山梨赤十字病院修学資金（以下「修学資金」という。）として貸与

し、優秀な看護学生の修学を支援することを目的とする。 

 

（貸与対象） 

第２条 修学資金は、大学等に入学した学生のうち、卒業後、直ちに山梨赤十字病院

（以下「病院」という。）に就業する意思がある者を貸与対象とする。 

 

（修学資金貸与者の人数） 

第３条 修学資金貸与者（以下「貸与者」という。）の人数は、年度毎に山梨赤十字

病院長（以下「院長」という。）が定める。 

 

（修学資金貸与期間） 

第４条 修学資金の貸与期間は、大学等が定める修学期間とする。ただし、休学等が

ある場合、その期間中は修学資金を貸与しない。 

 

（成績表の提出及び状況報告） 

第５条 貸与者は、貸付の期間において、学年末の成績表を病院が指定す

る日までに提出しなければならない。また、年２回程度看護部と面談を

行うものとする。 

２ 休学及び留年が決定した場合や、就学の過程で助産師養成施設等へ進学を希望す

る際は、速やかに院長へ報告し返済、猶予等を協議するものとする。 

 

（修学資金貸与額） 

第６条 修学資金は月額７万円を上限とする。 

 

（貸与申請） 

第７条 修学資金の貸与を希望する者は、修学資金貸与申請書（様式１）、返済計画

書（様式２）及び院長が別に定める添付書類を院長に提出して、修学資金の貸与申

請をするものとする。 

２ 貸与申請に際しては、連帯保証人２人を立てなければならない。 

３ 連帯保証人は、金３３６万円（４年間分）を極度額とし本規程及び貸与申請書並

びに返済計画書に基づき貸与者が負う一切の金銭債務を連帯保証する。 



４ 第２項の連帯保証人は、独立の生計を営む身元確実な者とし、その一人は本人の

親権者、父母またはこれに代わる者とする。 

 

（修学資金貸与の決定） 

第８条 院長は、前条の申請に基づき、審査の上、貸与の諾否、貸与額等を決定し、

速やかに申請者に通知する。 

 ２ 修学資金貸与の決定は、貸与者の職員採用を確約するものではない。 

 

（口座の指定等） 

第９条 修学資金の支給が決定された申請者は、修学資金の振り込みのための本人名

義の銀行口座を指定し、振込口座届出書（様式３）により院長に提出するものとす

る。 

 

（貸与の中止） 

第１０条 貸与者が、次の各号の一に該当するときは、院長は貸与を中止するものと

し、貸与者は既に貸与した修学資金を、全額返済しなければならない。この場合、

返済計画書にかかわらず具体的な返済の時期及び方法を院長と貸与者が協議し

て定めるものとする。 

（１）自己の都合により貸与を辞退したとき 

（２）自己の都合又は病気等により退学したとき 

（３）学則の定めにより退学を命ぜられたとき 

（４）学業途中において休学及び留年したときは貸与を中止し、復学及び留年した翌

年に進級したときは貸与を再開する。ただし、休学期間及び留年期間は１年間に限

る。 

（５）学業途中において貸与者として適正を欠き、又は就学成績が著しく不良等で修

学生としてふさわしくないと認められたとき 

（６）職員採用試験に不合格のとき 

（７）初年度（卒業時）の国家試験に不合格となったとき。 

２ 貸与者が、就学中に死亡した場合、院長は貸与を中止し、連帯保証人は、既に貸

与した修学資金を全額返済しなければならない。この場合、返済計画書にかかわ

らず具体的な返済の時期及び方法を、院長と連帯保証人が協議して定めるものと

する。 

３ 前２項に該当するに至った時は、貸与者又は連帯保証人は速やかに院長に申し出

なければならない。 

 

 

（修学資金の返済） 

第１１条 貸与者は、原則として卒業後、返済計画書に基づき、貸与した修学資金を

全額返済しなければならない。 



２ 前項の規定にかかわらず、貸与者の申し出により、院長が貸与者に特別な事情が

あると認める場合は、返済期限を延長することができる。この場合、具体的な返済

の額及び返済期間等については、返済の義務が生じたときから速やかに、院長と貸

与者が協議して定めるものとする。 

 

（返済の猶予） 

第１２条 院長は、貸与者が大学等を卒業後、更に助産師養成施設に進学及び編入学

し、助産師の資格取得を目指す場合は、その期間は修学資金の返済を猶予するこ

とができる。但し入学試験の受験は大学等の卒業時のみとする。また入学できな

い場合は、貸与した修学資金を全額返済しなければならない。なお進学及び編入

学を希望する年は、採用試験の受験資格はないものとする。猶予期間は、その学

校の学則に定める正規の在学期間とする。卒業後は、直ちに助産師または看護師

として病院に就業するものとする。この場合の修学資金の返済の免除については、

第１３条の規定によるものとする。 

 

２ 院長は、貸与者が初年度（卒業時）の国家資格を得られなかった場合は、1 年間

を限度として返済を猶予できる。但し、この場合引き続き資格取得の意思があり、

尚かつ病院への就業の意思がある者のみとする。この場合の修学資金の返済の免

除については、第１３条の規定によるものとする。 

 

３ 前２項の適用を受けようとする者は、修学資金返済猶予申請書（様式４）を院長

に提出するものとし、院長は、審査の上、返済猶予の諾否を決定し速やかに申請

者に通知する。 

 

（返済の免除） 

第１３条 貸与者が卒業後病院に就業した場合、別に定める条件の区分に応じて、院

長は修学資金の一部又は全額の返済を免除することができる。 

 

（その他） 

第１４条 この規程に定めるもののほか、修学資金の貸与について必要な事項は別に

定める。 

 

２ 本規程に定められた事項で疑義を生じたとき、また規程に定めのない事項が生 

じたときは、院長と協議の上決定する。 

 

 

 

 

 



（附則） 

この規程は、平成２１年７月１０日から施行する。 

 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

１ この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ 第５条に定める修学資金貸与額については、平成２９年４月１日現在の修学資金

貸与者の従前の貸与額との差額は平成２９年４月に遡及し、貸与することとする。 

ただし、修学資金貸与者のうち、貸与額の変更を希望しない者については、従前

の貸与額とすることができる。 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

この規程は、平成３１年１月１日から施行する。 

 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

この規程は、令和３年９月１日から施行する。 


